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4．おわりに
1．　はじめに
企業間関係において情報技術の発展は重要な促進作用を果たしている。情報
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技術は，驚くべき速度と徹底さで企業を取り巻くあらゆる環境を変化させ，今
までできなかった水準での「顧客の理解・識別」「顧客との接触」を可能にし
ている。それをどう活かすかが差別化のキーになる。さらに，イソターネット
に代表されるコンピュータ・ネットワークの存在によって，企業の活動スペー
スは社屋，地域，国境という垣根を越えて，今やグローバルになっている。今
日，このような情報技術を駆使して，販売情報や需要予測といった情報を共有
し，顧客の動向を常に把握し対応する，究極のスピード経営を実現していくこ
とが求められている。つまり，顧客に合わせて細分化した仕様を実現すること
や，設計変更の頻度の多い短期プロダクトライフサイクルに合わせる市場応答
性などが求められているのである。つまり，情報技術の活用はマーケティング
の考え方や手段を大きく変えうる推進力になっている。
　情報化のスタートは，1924年のIBMの創業，あるいは1946年の米国防総省
の弾道計算用に開発された世界最初のENIACというコソピュータの誕生がそ
の始まりであると言える。この情報化のスピードを早めたのは，コンピュータ
や情報関連機器の高性能化・小型化・低価格化・大容量化といった情報技術の
進展である。同時に，インターネットの普及は企業の競争環境を大きく変化さ
せている。インターネットは多数の売り手と多数の買い手が共存する多対多の
情報共有の場を提供し，多対多の双方向コミュニケーションを可能にした。
　情報技術が急速に進展する中で，情報技術の導入・活用が企業間関係にどの
ような影響を与え，企業にどのような対応を求めるのかという問題は，今日の
企業経営における重要な関心事となっている。情報技術の進展は，新たな経営
への挑戦を後押しする道具であり，新たなビジネスチャンスを提供している。
一方，従来とは異なる新たな競争環境に直面するなど，企業経営に与えるイン
パクトも広範に及ぶことになる。
　日本では，1982年および1985年の「通信回線の開放」を経てVAN（Value
Added　Network：付加価値通信網）などの企業間情報ネットワークがあらゆ
る産業部門で広範に形成され，事業活動に関わるさまざまな情報が通信回線を
通じてコンピュータからコンピュータへ直接伝送され共有・処理されるように
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なった。情報システムが通信技術と融合して分散処理やオープン・ネットワー
ク化を進行させる，情報技術および情報ネットワークの進展が下請系列関係に
どのような影響を及ぼすのであろうか。
　本稿は，情報技術の駆使を念頭においた「自動車産業の下請系列関係におけ
る情報ネットワークの役割とその効果の考察」を主題としている。最初に情報
技術の発展にともなう情報ネットワークの「クローズド化」から「オープン化」
への動向を考察する。本題に入り，下請系列関係における情報ネットワークの
変化を整理するために日本の自動車産業の下請系列関係に焦点を合わせ，自動
車業界標準ネットワーク・JNX（Japan　Automotive　Network　eXchange）の構
成，特徴，効果を紹介する。最後に，今後の下請系列関係と情報ネットワーク
の方向性を考察して本稿のまとめとする。
2．下請系列関係と情報化の進展
　（1）情報ネットワークのオープン化
　EDPS（Electronic　Data　Processing　SyStems），AIS（Accounting　Information
Systems），MIS（Management　Information　Systems），DSS（Decision　Support
Systems），EIS（Executive　In　Systems），ES（Expert　Systems），SIS（Strategic
Information　Systems），EDI（Electronic　Data　Interchange），CALS（Commerce
At　Light　Speed）等々，多数の名称がこれまで企業のコンピュータに基づく情
報システムを表現するために使用されてきた。それらは各々が関連性を有しな
い，まったく独立したシステムというわけではなく，技術進歩を契機に旧シス
テムの内容を一層充実させた新しいシステムが継続的に実現されてきたものと
考えられる。このような情報システムの歴史的な発展のなかで，日本の自動車
産業においても商品開発及び生産・販売などの企業活動全般に古くから情報シ
ステムの活用を行って，経営効率を高めてきた（文　1998）。
　日本の自動車産業では，開発から生産にいたるまで複数の自動車メーカーと
多数の部品メーカーからなる複雑な部品取引ネットワークが存在している。そ
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れゆえ，情報化あるいは情報ネットワーク化が早い時期から進められてきた業
界でもある。1980年代後半，すでに部品メーカーのほとんどは組立メーカー
との間に企業間情報ネットワークを導入しており，受発注・部品の指示および
確認・支払いなどの業務に利用している。これらの企業間情報ネットワークは
組立メーカーの主導で構築されたネットワークであり，汎用機を中心にしてい
る独自仕様のネットワークであるため，インターフェイスが標準化されている
ネットワークとは異なる閉鎖的な性質を持つ。
　イソターネットをはじめとした情報インフラの普及，コソピュータや情報関
連機器の技術的進歩は，企業間関係においては，Web環境での企業間取引を
もたらした。企業と流通業者間ではPOSシステムを利用した自動受発注が行
なわれており，アメリカン航空のSabreのような航空予約システムは企業一
流通業者一顧客を繋いでいる1。企業と顧客間においては，マス・マーケティ
ングから抜け出し，大量生産の利点と注文の利点を結合させたマス・カスタマ
イゼーション（Kotler　1989；Pine　II　1993；WestbrookニWilliamson　1993）が
唱えられるなど，情報技術を駆使し，顧客とマーケター間の距離を短縮させて
いる。企業内の部署間関係においても，柔軟専門化（Flexible　Specialization）
（Piore＝Sabe11984；Piore　1994），カスタマイズ自動生産（Customized　Auto－
mated　Production），およびCIM（Computerized　Integration　Manufacturing）
のように，オフィスと工場機能が統合化されている（Jonscher　1994）。
　今までの企業を取り巻く諸環境との関係は，主に資本関係，人的・社会的関
係，契約関係などが中心であった2。企業間関係構造も主に取引関係，契約関
係を中心とした支配構造，役割構造に焦点を合わせてきた（Dwer＝
Schurr＝Oh　1987）。しかし，今日における情報およびコミュニケーション技
術の急速な発展は新たな企業間関係を求めつつある。つまり，情報ネットワー
クの戦略的活用が求められるのである。市田（1998）の，「企業間関係が情報
ネットワークの形態を規定する場合もあるし，逆に情報ネットワークが従来の
企業間関係の枠組みを超えて，外部資源を組み替えて競争力を高める原動力に
なっている場合もある」という指摘はますます大きな意味をもつであろう。
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　Robson（1993）は，情報革命を農業革命（Agricultural　Revolution），産業
革命（Industrial　Revolution）に続く第3番目の革命として位置づけている。
そして，これまでの革命が，以前の段階のパラダイムが行き詰まったことによ
り誘発され，それが新たな機会を創出してきたことをあげ，現在の情報革命
が，新技術（New　Technology），新しい地政的秩序（New　Geo－politica10rd・
er），新しい企業（New　Enterprise），新しい経営環境（New　Business　En－
vironment），の4領域において「開放状態くOpenness）」という用語で代表
される急激なパラダイムシフトが起きていると指摘している。この劇的な変革
を支える有力な手段として，情報システムや情報技術における大きな役割への
期待を指摘している。新しい情報技術における「開放状態」とは，オープソ・
システム，エンドユーザ志向，ネットワーク・コンピューティングなどの象徴
的に表現である。つまり，情報関連機器や通信技術の進展による社会・経済的
なありさまの変化までをも含む。
　國領（1995）は，中核となる企業が部品メーカーや販売網を囲い込んでい
く経営に限界が見えてきたと指摘し，「囲い込み」型経営から「オープソ」型
経営への転換を主張している。さらに，標準イソターフェイスを活用して外部
資源を有効利用する経営へ移行することによって競争力を生み出すことができ
ると指摘している3。
　遠山（1998）は，「囲い込み型戦略」から「協調型戦略」への展開を主張し
ている。中央集中制御型システム・アーキテクチャーに基づく「囲い込み型情
報ネットワーク」には，情報共有化の限界，自立性と情報処理能力の不均衡
風土・文化の欠如，範囲拡大・機能強化のジレンマなどの限界が存在すると指
摘し，標準インターフェイスに基づく「協調型情報ネットワーク」への展開の
必然性を主張する。
　市田（1998）は，情報ネットワークのオープン化を「情報表現レベルおよ
び情報伝達レベルのインターフェイスが独自仕様から標準に移行すること」で
あると定義している。また，イソターフェイスが独自仕様から標準仕様に移行
することの経済的な合理性を，情報伝達レベル，情報表現レベル，取引レベル
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図表1　オープン型経営
　　　　「囲い込み」型経営
人材／ベンダ／チャネルの囲い込み
独自仕様インターフェース
囲い込み型ネットワーク分業
高固定費＝高成長（シェア）志向
多角化・総合化へのプレッシャー
　　フルライン商品戦略
　　人を養うために事業を増やす
　　チャネル維持の為に商品増やす
複雑な組織構造
複雑な人事体系
増大する下部組織間の矛盾
増大する組織の自己防衛
　　　　オープン型経営
自社の中核業務に資源を集中投入
外部の資源の徹底利用
標準インターフェース徹底利用
開放構造型ネットワーク分業
低固定費＝高利益志向
専門化・分業化
　外注化
　　戦略的提携
　M＆Aによる再編成
単純明解で効率的な構造
明解な人事効果
矛盾の少ない組織
風通しの良い人的ネットワーク
（出典）國領（1995）『オーブン・ネットワーク経営』日本経済新聞社，p．15
のインターフェイスに分けて説明している。
　情報ネットワークの独自インターフェイスから標準インターフェイスへの転
換，つまり情報ネットワークのクローズド化からオープソ化への転換の経済的
な合理性および必然性は多くの論者が指i摘している（岡室　1993，1995；國領
1995；遠山　1998；市田　1998）。しかしながら，日本の自動車メーカーは
これまで標準化を考えることなく，それぞれ自社にとって最適な情報ネットワ
ークを構築してきた。その結果，互換性は全くないが効率の高い企業間ネット
ワークが形成された。今日，産業構造や経済状況の変化に伴って取引の柔軟化
・分散化，自動車の生産や部品調達の国際化が進むにつれ，情報・データ通信
の標準化（及び国際標準への対応）への内外の要請が高まっている。
　（2）自動車業界の下請系列関係
　下請系列関係をめぐる既存研究を振り返ると次のように整理できる4。戦前
から取り上げられてきた下請系列研究の中心論点は，下請企業に対する親企業
の収奪および支配であった。いわゆる二重構造論はその代表的見解であり，大
企業はその独占的地位を利用し，低賃金基盤に基づいて，零細な下請企業を景
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気循環の緩衝として利用していると論じてきた。しかし，その後の高度成長過
程での中小企業の技術的近代化の進展により，1970年代に入って新たな議論
が展開された。一方で大企業と中小企業の賃金格差が縮小し，また下請企業が
技術的に高度化したことにより，従来の下請関係は解消されたとの見方が登場
した。他方で大企業の外注管理や下請の階層構造の分析を通じて親企業による
収奪，下請企業の従属という問題点を指摘する研究も積み重ねられた。
　1980年代に入ると，下請系列関係をめぐる研究は多様化・活発化した。そ
の背景には日本の機械工業の国際競争力が内外で認識され，それを支えるもの
として機械工業の下請構造や下請系列関係が改めて注目されたという事情があ
る。議論の中心は，なぜ日本の機械工業の下請構造は高い効率性，国際優位性
をもたらしたのか，という点に収敏し，この問題をめぐって多様な見方が示さ
れた。その中には専門能力を持った技術力の高い中小企業と長期的視点に立っ
た親企業が効率的なネットワーク関係を結ぶことや，部品メーカーが部品設計
を分担するなどの取引関係が日本の競争力を高めているという見解がある。自
動車産業に関する研究では，欧米に見られるアームスレソグス型の取引慣行と
対比して，長期的で継続的な日本的取引慣行の優位性が議論され，日本の自動
車産業における企業間の情報共有，取引関係への特定資産の相互投資，あるい
は相互信頼の構築などが指摘されてきた。他方では，効率性の源泉として，下
請関係の収奪的・排他的側面があるとの議論もある。
　本稿の目的は「自動車産業の下請系列関係における情報ネットワークの役割
とその効果」を考察することである。本稿でいう「下請系列関係」に関する定
義は，橘川・加藤（1996）でなされた中間組織の類型区分に従うことにする5。
つまり，下請系列とは，生産過程において階層的な取引関係を持つ企業間関係
である。
　日本の経済成長過程において大企業を中心として形成された系列的な下請分
業構造は，経済のグローバル化および産業構造の変化に伴い近年において流動
化がみられ，下請企業数は全体として減少傾向にある（中小企業庁　2000）。
最近，下請取引関係は既に流動化がみられ，今後についても下請委託企業（メ
　　　　　　　　　　　　　　　ー85一
一カー）は下請受託企業（部品メーカー）との取引関係について，下請受託企
業数の集約化を図る傾向をみせている。下請委託企業は，下請受託企業の選別
・集約化を進める一方で，生産品目の多様化と技術変化に対応する必要に追わ
れている。このように下請取引は長期的にみると量的拡大が見込めないのであ
る6。それゆえ，下請取引の内容的な側面，つまりコア・コンピタソスによる
戦略展開が求められる（Hame1＝Prahalad　1994）。今後，従来の下請受託企業
においても，独自の技術力・提案力をもつこと，積極的・能動的に環境適応す
ることがこれまでにも増して重要な課題となっていくと考えられる。
　受発注双方における取引メンバーの限定，長期・継続的取引関係および階層
的下請生産という日本の下請生産システムの諸特徴は，企業間取引にともなう
局いコミュニケーショソ・コストを充分に節約するものであった。それと同時
に，企業間分業の利益が大きい量産型機械工業の国際競争力を決定的に強める
こととなった。こうした日本型企業間関係の諸特徴に規定されながらも企業間
情報ネットワーク化は進展しつつある。
　企業間情報ネットワークの「クローズド化」から「オープン化」への展開は，
制度的紐帯を通しての強連結関係であり，ヒエラルキー構造を形成する企業間
関係である「硬い連結」（Tight　Coupling）から，複数の企業がネットワーク
構造を形成する企業間関係である「緩やかな連結」（Loose　Coupling）へと変
化させるという，企業間分業システムに変化をもたらしつつある。
　（3）自動車業界の情報ネットワーク
　情報技術の企業経営への影響問題が本格的に議論されたのは1980年代であ
る。その主な論題は，情報技術と競争優位との関連であった7。中には，情報
システムと集権化・分権化に関する論争に見られるように，情報ネットワーク
による「取引関係の固定化・硬直化」，「構成企業の中核企業への依存・自律」，
および「情報発信や情報共有を遂行させるための標準化」などに関する議論も
ある。
　日本の自動車産業は組立メーカーがそれぞれ独自の取引手順をもち，部品メ
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一カーとの間で独自イソターフェイスをもつ情報ネットワークを構築してき
た。完成車メーカー　13社（含む二輪）に対し，1次部品メーカーは約1，000社，
2次・3次の関連メーカーを含めると約10，000社ある。このネットワークを含
む組立メーカーと部品メーカーとの間の供給システムが日本の自動車産業の国
際競争力の源泉であると考えられている。この部品メーカーとの高品質・低コ
ストを目指した協業の背景に存在するのが情報ネットワークである。
　現在の自動車生産では，設計・開発の段階における自動車メーカーと1次
部品メーカーを中心とした部品メーカーとのCADデータ交換，あるいは部品
の受発注・納入指示といった調達EDIなど，各自動車メーカーグループ内に
敷設された専用回線や商用VANを使ってさまざまな電子情報交換が行なわれ
ており，2次，3次の部品メーカーの中でも専用回線によるデータ交換が行な
われている。
　このような通信ネットワークの構築によって，取引情報伝達の迅速化，業務
の効率化，リードタイムの短縮化，などのメリットを享受してきた。しかしな
がら，さらなる効率化やリードタイム短縮を実現するには，2次，3次部品メ
ーカーまでもが使えるローコストな自動車業界共通の情報ネットワーク・イソ
フラが求められるようになってきた。
　1990年代，イソターネットやEDIの普及は，情報システムに対する新たな
視点を求めるものとなった。それは，異なる企業間（BtoB），あるいは企業
と顧客間（BtoC）の相互連携に関する視点であった。それまで，情報システ
ムは，一つの企業内あるいは企業グループ内における業務の効率化を主眼とし
て開発されてきた。システム仕様もデータ仕様も，それぞれの企業内の要請に
従って独自のルールや習慣に従って決定されていた（つまり，独自仕様の情報
ネットワーク）。しかし，情報ネットワークによる企業相互の接続は，単に，
データあるいは情報を伝送するだけに止まらず，それぞれの企業の業務プロセ
スやそれを規定するビジネスルールなどの相互比較や検討を必要とする。
　自動車の設計・開発や生産には早くから情報技術が取り入れられ，電子情報
の活用によって効率化が図られてきた。しかしながら，情報ネットワークは情
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報を交換する企業間で独自に構築しているものが多い。情報を交換する企業数
の増大に伴って情報ネットワークの構築や運営にかかる費用が肥大化してお
り，自動車や部品の設計・開発や生産コストの削減効果が薄れる懸念がある
（機械システム振興協会　2000）。そこで，コスト削減策のひとつとして，自
動車業界標準ネットワークの構築の取り組みが始まったのである。
　情報ネットワークのオープソ化の影響は，自動車メーカー側と部品メーカー
側に分けてみることができる。自動車メーカー側においては，価格競争や開発
・技術競争激化に対応するため，部品メーカーとの長期安定的な取引慣行を改
め，インターネットで全国あるいは世界中から最適な調達先を探す動きが進展
している。部品メーカー側にとっては，情報ネットワークのオープン化が進む
につれ，従来の取引先からの選別や納入業者間の競争激化をもたらす面もある
が，強みのある企業にとっては取引先拡大の機会が増えることにもなる。
　最近，業界統一の安価なネットワーク・プラットフォームの必要性の要求か
ら，業界標準ネットワーク構築が行なわれている。それが自動車業界における
エクストラネット・「xNX」である。業界標準ネットワークは，各社がそれぞ
れ独自のアプリケーションによるシステム運用を行うことを可能としながら，
情報ネットワークの共有によって通信コスト負担の分散を図ろうとするもので
ある。同時に，通信に対する高い信頼性，セキュリティも要求される（機械シ
ステム振興協会　2000）。
　アメリカの場合，Big3を中心にAIAG（Automotive　Industry　Action
Group）が，イソターネット技術を基盤に，自動車業界標準ネットワーク
・ANX（Automotive　Network　eXchange）の構築を推進，1998年秋から稼動し
ている。2000年にはアメリカ自動車産業の全ての取引がANXに基づいて行
なわれると予想される8。このようなANXを先頭に，欧州のENX（European
Network　eXchange），日本のJNX，さらには豪州のAANX（Australian
ANX），韓国のKNX（Korea　Network　eXchange）が計画され，運用に向けた
準備がそれぞれ進められている。さらには，こうした地域別に構築されるネッ
トワークを全世界規模で相互接続するGNX（Global　Network　eXchange）と
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図表2　JNXとの国際接続構想GNX
一園國
?
　　　　　　（出典）加藤（2000）『自動車工業』Vo1．34，　p．9．を一「部修正して作成
　　　　　　（注）　南米xNXは名称未定
呼ぽれる国際自動車業界標準エクストラネットの構築を目指している9。
3．　自動車業界標準ネットワーク・JNXと下請系列関係
　（1γ自動車業界標準ネットワーク・JNXの構成　　　　’
　JNXは標準イレターフェイスによるコスト削減効果が期待でき，セキュリ
ティおよび信頼性の保証されたオープン・ネットワークである。1999年，日
本自動車工業会は，日本自動車部品工業会，日本自動車研究所，通信事業者と
共同で，日本の自動車業界内で企業間の電子情報交換を行うための業界標準ネ
ットワLク・JNXの実地検証を実施した10。
　JNXの構成は，5つの要素からなる11。図表4のように，　TP（利用者）に
図表3　JNXの経過
響灘醗難難聾・ 鞭灘欝1難難垂1礫「懲蕪謹蕪
1998年9月 日本におけるANXのあり方の検討を開始
1999年4月一1999年9月JNXの構築を決定・実地検証準備
1999年10月一2000年3月JNXの実地検証開始
2000年10月 本格的稼動
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JNXサービスの提供を行うCSP（認定プロバイダー），　CSP間のデータの中
継・交換ポイントであるCEPO（認定中継者）と，ネットワーク上で機密性
を確保するためにIP－Sec（Security　Architecture　for　Internet　Protocol）とい
う技術を使って暗号化通信を行う際にデジタル証明書を発行するCASP（暗
号鍵管理者）からなっ・ている。JNXO（仲裁監督者：JNXセソター）はオー
バーシアーとしてJNX全体の運営・管理を行うとともに，ユーザーニーズに
応えることにより，品質，安全性およびコストベネフィットの高い通信環境提
供の役割を果たす12．。
　JNXは日本自動車研究所，自動車工業会，自動車部品工業会を中心に通信
事業者等を加えたコンソrシアムによるJNX実地検証を終え，2000年5月に
発足したJNXセンターがJNXOとなってCSPの認定や自動車メーカーや部
品メーカーなどTPの加入の受付を開始し，2000年10月から本格的な稼動を
はじめた。それと同時に，JNXは国内のみならず，　ANXをはじめ世界の自動
車業界ネットワークとの相互接続，国際接続の実現に向け検討を開始してい
る。またJNXは当面，自動車メーカーと部品メーカーをつなぐネットワー
ク，自動車業界の標準ネットワークとして自動車生産におけるコスト削減に寄
与していくと思われる。さらに，長期的にはインターネットとの併角による消
図表4　JNXの概念図
藻
　　　㎜　　　利用者
［コIP－Sec
（出典）
　CASP暗号鍵管理者
　　CSP
認定プロバイダー
　CSP認定プロバイダー
　JNXO
管理仲裁者
　　CSP
認定プロバイダー
　CSP認定プロバイダー
　CSP認定プロバイダー
TP
利用者
日本自動車工業会（2000）『JAMA　Report』No．84，　p．3
tt　TP
7利用者
TP
利用者
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費者との電子商談，ネット直販，受注生産など新たなサービスを提供すること
も可能となる。
　日本の自動車業界では，自動車メーカーと部品メーカーとの間で個別に専用
回線を構築し，部品の受発注やCAD（設計図面）データなどの電子情報交換
が日常的に行われている。さらに，多くの部品メーカーは複数の自動車メーカ
ーとデータ交換を行ない，部品の設計・開発や生産が行われるようになってい
る。それに加えて，自動車メーカーはほとんどの部品を複数の部品メーカーか
ら調達している。延岡（1996）は広範囲にわたる文献サーベイを行ない，日
本の自動車産業では複数の自動車メーカーと複数の部品メーカーからなる複雑
な部品取引ネットワークが存在していることを明らかにした。このような複雑
な部品取引ネットワークの中で，情報およびデータ交換を行なう場合，取引先
ごとに専用回線・端末が必要となる。取引先との間で，膨大な数の専用回線網
を維持・管理するためには多大な通信コストを要し，このことが開発コストの
上昇を招いている。一方，インターネットによる部品調達は，世界中の部品メ
ーカーをイソターネット上の取引所に集め，価格などを比較して取引相手を決
定するために使われている13。しかし，機密性の高いCADデータや発注・納
入データなどのデータ交換には，セキュリティや信頼性の高さが求められる。
インターネットによる部品調達はセキュリティや信頼性の保証がないために，
汎用品の部品メーカーとの取引が主体になる。
　（2）自動車業界標準ネットワーク・JNXの効果
　JNXは個々のネットワークを統合して単一のイソターフェイスで全ての自
動車メーカーと部品メーカーとがデータ交換を行えるネットワークシステムで
ある。情報通信インフラを業界で共通化することにより，情報ネットワークコ
ストや人的コストを大幅に軽減するものである。さらに，自動車メーカーと部
品メーカーによるサプライチェーンが，業界標準エクストラネットによって繋
がることにより，円滑な情報共有が可能となり，物と情報の流れのスピードを
高めることができる。また，JNXに加入することによって，イソフラ準備を
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迅速かつ安価に行い，新たな取引関係が成立し，取引がスムースになることが
期待される。
　①　コスト削減
　既存の情報ネットワークでは，複数の自動車メーカーと取引を希望する部品
メーカーは，複数のネットワークに加入しなけれぽならなかった。このこと
は，部品メーカー側だけでなく，自動車メーカーにとっても，複数の専用回線
網を構築・維持・管理するために多大なコストを要していた。また，通信回線
網に限らず，アプリケーショソごとに使う端末と端末用ソフトが異なるため，
部品メーカーは，取引先メーカーごとに，しかも業務ごとに端末を用意しなけ
れぽならないという多端末現象を起こし，この点でも大変な要員・コスト負担
となっている。1次部品メーカーの場合，平均3社の取引先とネットワークを
持っている。これらのネットワークがJNXに集約されると年間約400万円の
削減になると予測されている。JNXに加入することによって重複投資を回避
することができる。
　ANXに加入した米国の大手サプライヤーの報告では，　ANXに加入するこ
とにより当初はコストが増加したが，順次専用回線がANXに移行することに
図表5　移行コストモデルー米国部品メーカーの例
???
複数回線
コスト
ANX加入
による増加
　　　　　　　　　　　時間
（出典）JNX実地検証コンソーシアム（2000）「パブリックフォーム」
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より従来のコストを下回ることができたという（図表5）。
②情報共有
　日本の企業が競争力を保ってきたのは，多数の部品を複雑な工程の中でコー
ディネートしていく能力が優れていたからである。その背後には自動車メーカ
ーと部品メーカーとの情報共有が重要な役割を果たしている。
　JNXのもたらす効果は，ネットワークコストの削減だけではない。　JNXO
としてのJNXセソターは，オーバーシアーとしてJNX全体の運営・管理を
行うとともに，ユーザーニーズに応えることにより，品質，安全性およびコス
トベネフィットの高い通信環境提供の役割を果たす。したがってJNXは仲裁
機能を持つ情報ネットワークである。自動車メーカーと1次，2次，および3
次部品メーカーによるサプライチェーソが，JNXによりシームレスに繋がる
ことにより，円滑な情報交換・情報共有が可能となる。’ ｻれぞれの持つ情報を
共有することが相乗効果をもたらす。
　③取引のスムース化
　JNXは既に進みつつある系列の多様化をネットワーク・イソフラの面から
促進することになる。専用回線という縛りから開放され，JNXに加入してい
る相手となら，相互に合意さえ出来れぽ，簡単に追加コスト無く通信が可能と
なる。新たなる取引関係がイソフラ準備の面でも迅速かつ安価に成立する（庄
図表6　JNXによる効果
自動車　　自動車　　自動車
一カー　　 一カー　　 一カー
??
一
?
「
、?????
﹇〉自動車　　自動車　　自動車
一カー一　　一カー　　一カー
部品　　　部品　　　部品
一カー　　 一カー　　 一カー
（出典）JNX実地検証コソソーシアム（1999）「パブリックフォーム」
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司　2000）。そしてJNXがもたらす最大Q効果は，ネットワーク上で利用可
能になる様々な業務システムの充実によるサプライチェーンの効率化である。
現在，JNXはオープン化された標準ネットワークとして，各々の自動車メー
カーが使用している業務システム上で利用されている。
　（3）下請系列関係への影響
　既述したように，情報ネットワークリクローズド化からオープン化への展開
の経済的な合理性は多くの論者の指摘どおりである。庄司（2000）は，電子
市場で調達する物の種類（専用部品，汎用部品，事務用品等の一般調達物資）‘
や，新規取引先の開拓，生産計画に基づいた発注，業務の性格でネットワーク
を使い分けることになると指摘する（図表7）。つまり，「あまねく広く」対象
をとらえるときはインターネットを，「深く緊密な」関係を求めるときは
「xNX」が利用されるこ、とになる。サズライチェーンにおける電子商取引の発
・展は，業務システムの充実と業務の特性に合ったネットワークの協業によって
達成されるものである。
　従来のネットワークは系列単位の1対1の個別ネットワークであり，一定
の通信品質（転送速度，信頼性）およびセキュリティを確保できるが，オープ
ンなネットワークではない。インターネットはプロバイダー間の競争もあっ
　　　　　　　　　　図表7　インターネットとJNXの倖い分け
［仕入先探し］
［試作品納入］
［量産品納入］
欝
インターネットインターネットインターネット
インターネットインターネット　　　JNX
インターネット　　　JNX　　　　　JNX
（出典）庄司（2000）『型技術』Vol．15（10），p．32
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図表8　情報ネットワークの諸類型
限定されない相手
限定された相手
従来の
ネットワーク
クローズド化
葉界標攣
ネットワーク
オープン化
情報ネットワーク
て，低コストでの接続が可能であるが，通信品質およびセキュリティが低い。
この二つのネットワークの長・短所を複合させたものが業界標準ネットワーク
「xNX」である。個別ネットワークを共通化してトー：タルコストの削減，『通信
品質およびセキュリティを確保できる業界標準ネットワークは，系列の垣根を
越えた柔軟な取引を可能にする情報通信イソフラである。つまり，下請系列関
係は「硬い連結」から「緩やかな連結」へとシフトしつつある。
　しかし，情報ネットワークのオープン化がもたらす取引関係や産業組織への
影響の有無およびその程度は，情報ネットワークの形成以前の取引構造，ネッ
トワークの主導者の戦略，そして導入される情報通信技術の性質と水準に左右
されるであろう。すなわち，取引・市場構造への情報化の影響は一様ではな
い。さらに，情報ネットワ」クの内容次第で取引関係や市場構造へのインパク
トも異なる。
4．　おわりに
　情報技術の発展により，広範囲で大量の情報を処理・利用することが可能に
なっており，また，企業間の情報のやりとりに関しては，これまでの地理的，
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時間的な障害が小さくなりつつある。情報処理・情報伝達の高速化，およびそ
のコストの低下は今後更に進むと見込まれる。そして，それは製品の製造能
力，販売組織力，原材料や部品の調達力，開発力，間接部門の処理能力あるい
は生産性や組織力といった企業の競争力の源泉に大きな影響を及ぼし，そのこ
とが企業間競争のルールを変えつつある。そのため現在は，試行錯誤の過程に
あると言える。
　トヨタ自動車のJNX移行計画は，自社の既存ネットワークに基づく経済性
の検討が重要であることを示唆している。トヨタ自動車は，独自のグループ内
のエクストラネットを持っている。当社はJNX実地検証の結果，　JNXによる
複数回線の集約化を図りつつ，設計・生産委託先および販売店に関しては既存
ネットワークを維持する計画を立てている。つまり，既存のネットワークを効
率化させながら，JNXのメリットを取り入れる形を取っている14。
　インターネットを利用した部品調達の増大，および標準イソターフェイスの
情報ネットワークの構築などによる下請系列関係の変化が予想される中，取引
関係や産業組織への影響およびその程度は，情報ネットワークの形成以前の取
引構造，ネットワークの主導者の戦略，そして導入される情報通信技術の性質
と水準によって異なる方向性を示すであろう。すなわち，情報ネットワークの
オープン化が進む中で，「硬い連結」と「緩やかな連結」という企業間関係の
「二層化」は依然として存在するであろう。
　情報ネットワークの「クローズド化」から「オープソ化」への展開は，すな
わち「硬い連結」から「緩やかな連結」への変化である。それは企業間分業シ
ステムに変化をもたらしつつあるというのが本稿の結論である。
　JNXやANXに代表されるrxNX」が普及しつつある。将来的には，イソ
ターネットの進化によりセキュリティ，信頼性，通信速度のあらゆる面におけ
る改善が期待され，「xNX」と同様の通信品質を確保できるようになる可能性
も秘めている。こうした環境下で，今後，SCM（Supply　Chain　Management）
に係るビジネスモデルが，国内外の自動車産業でも顕在化してくる可能性を慎
重に考えていかねぽならない。JNXの本格的な稼動による下請系列関係の変
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化は今後の課題にしたい。
注
1アメリカン航空のCRSシステム「Sabre」は，情報技術を駆使して，本社と全世界の
　14，000ヶ所の旅行会社を繋ぐ私設コソピュータ・システムである。Davidow＝Uttal
　（1989）は，システムの支援機能と競争戦略上の価値に注目し，Sabre等の例をあげ，
　イソフラとしてのシステムの重要性を指摘している。それ故，確立されたシステムは，
　それ以外のシステムの支援老として機能しつつ，インフラとして，企業に競争優位をも
　たらすものになると考えられるのである。このような情報ネットワークは，参入障壁お
　よび撤退障壁となり得る。
2Morgan＝Hunt（1994）は，企業を取り巻く諸環境を，供給パートナー（仕入業者，サ
　ービス提供業者），潜在パートナー（競争者，非営利組織，政府），購買パートナー（最
　終顧客，中間流通業者），組織内パートナー（組織内部，事業単位，従業員）という4
　つのパートナー・カテゴリーに区分し，それを構成する合計10の主体者との関係的交換
　を図っていかなけれぽならないと主張している。
3國領（1995）のイソターフェイスの定義は「外部との接点」であり，企業の間のインタ
　ーフェイスは「複数の企業が供給連鎖の中で共同で仕事をする場合に必要な情報や品物
　を交換する場合の交換の方法」であるという。市田（1998）は，國領の定義も包含する
　ような次の定義を提出した。すなわち，「インターフェイスとは異なる実体（entity）を
　結びつけるためにそれらを仲介するハードウェア，ソフトウェア，手段，取り決めであ
　る」という定義を行なった。
4以下の下請系列関係に関する既存研究の整理は主に渡辺（1992），藤本・清・武石
　（1994），延岡（1996）を参考とした。
5橘川・加藤（1996）は，日本に存在する中間組織を，実態に即して類型区分しており，
　その分類の基準は，取引関係の有無と階層的関係の有無である。
　A取引関係にもとつくもの
　　　a　階層的な関係が存在するもの一一一一：企業系列（Aa）
　　　　　1　生産過程に関するもの一下請系列（Aa1）
　　　　　2　流通過程に関するもの一流通系列（Aa2）
　　　b　階層的な関係が部分的であるもの一融資系列（Ab）
　　　c　階層的な関係が存在しないもの一対等な長期相対取引
　B　取引関係が部分的であるもの一企業集団（B）
　C　取引関係にもとつかないもの一業界団体（C）
6長引く景気低迷の影響も大きく，下請受託企業の売上高の落ち込みは，独立企業，子会
　社と比べて大きくなっている。こうした現状を反映し，下請受託企業（中小製造業）側
　も下請委託企業との今後の関係について，「特定の下請委託企業への依存度低下」（37％）
　とする回答が多い。密接な継続的取引関係を前提とした伝統的な下請取引関係の流動化
　は，今後も続いていくものと考えられる（中小企業庁編　1999）。
7McFarlan（1984）は，コンピュータ基幹技術が新たな競争的機会を提供すると指摘し
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　　た。Cash　Jr．＝Konsynski（1985）は，電子的連結が企業の戦略的選択肢を拡張させ得
　　るという10Ss（lnterorganizationa1　System）概念を導入した。そして，Porter＝
　Miller（1985）は，情報技術の発展が競争および競争的利得を与える諸資源に及ぼす影
　響，新技術を探索するための企業戦略の解決方法として「価値連鎖」（Value　Chain）の
　概念を導入した。
8JNXのモデルとなった北米（アメリカ・カナダ・メキシコ）の自動車業界共通ネット
　　ワークANXは，　Big3などが「北米自動車業界のサプライチェーンの物と情報の流れの
　　クオリティとスピードを飛躍的に高める」ことを狙いに，1997年秋から約半年間パイロ
　　ットテストを実施，1998年10月から稼働にこぎつけた（若林　2000）。　　　　　　・
9欧州のENXでは，最も先行しているドイツが，1998年10月からパイロットテストを実
　施し，1999年3月からサービスを開始した。フランスENXは，自動車メーカーが中心
　　となり現在は本格稼働に向けて整備を進めている。また，ドイツとフランスは1999年7
　月から相互接続テストを実施し，相互接続性の検証を行っている。なお，ENXの本番
　の運用開始は2000年第4四半期を予定している。北米，欧州，日本のほかでは，豪州の
　AANXや韓国のKNXが2001年からの稼働を目指して，ネットワークを構築する予定
　である。
10JNXの実地検証は，爾日本情報処理開発協会から委託を受けた爾日本自動車研究所と
　自工会，部工会，通信事業者を加えたコソソーシアムが組織され，1999年10月より行
　われた。実験には自動車メーカー8社，部品メーカー25社，通信事業者等7社が参加
　　した。その結果，問題なく実用に耐えることが確認された。
11JNXを構成する要素は，①TP（Trading　Partner：利用者），②CSP（Certi且ed　SerVice
　Provider：認定プロバイダー），③CEPO（Cenified　Exchange　Point　Operator：認定中
　継者），④CASP（Certification　Authorization　Service　Provider：暗号鍵管理者），⑤
　JNXO（JNX　Overs6er：JNXの管理仲裁者，つまりJNXセンター），の5つである。
12JNXセンターは，　Miles＝Snow（1994）の「動的ネットワーク」を構成する企業間の
　連結の役割を果たす「ブローカー」，國領（1995）の「プラットフォーム・ビジネス」，
　Upton＝Mcafee（1996）の「情報ブローカー」の役割を果たすものであると言える。
13例えば，富士通の仮想マーケット「fujitsu，com」は，インターネットを利用して，資材
　調達・部品販売などのECや業界横断のシステムを構築するものである。これまで企業
　独自で，また特定企業間で行なってきた取引も，こうしたオープソな市場に移行する
　と，取引関係やビジネスのやり方が変化して業界再編の動きも加速されよう（日本情報
　処理開発協会　2000）。
14トヨタ自動車のJNX移行計画の詳しい内容は，　JNX実地検証コンソーシアム（2000）
　「パブリックフォーム：自動車メーカーおよびサプライヤーのJNXの移行計画事例」を
　参考されたい。
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